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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第84期
第３四半期
連結累計期間

第85期
第３四半期
連結累計期間

第84期
第３四半期
連結会計期間

第85期
第３四半期
連結会計期間

第84期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (百万円) 92,138 81,381 32,158 25,245 131,473

経常利益 (百万円) 4,275 4,272 1,639 1,088 6,290

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,966 2,119 761 530 2,703

純資産額 (百万円) ─ ─ 25,821 28,621 25,873

総資産額 (百万円) ─ ─ 82,036 71,657 82,582

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 697.81 775.60 699.77

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 55.24 59.54 21.39 14.89 75.95

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 30.3 38.5 30.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,405 1,055 ─ ─ 9,399

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,017 △245 ─ ─ △1,572

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,045 △1,366 ─ ─ △5,431

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ─ 9,861 11,197 11,698

従業員数 (名) ─ ─ 2,796 2,715 2,764

(注) 1 売上高には、消費税等は含まれていない。

2 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている　

事業の内容に重要な変更はない。

　また、主要な関係会社についても異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 2,715

(注)従業員数は就業人員である。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 1,247

(注)従業員数は就業人員である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結企業集団が営んでいる事業の大部分を占める設備工事業では生産実績を定義することが困難で

あるため、「生産実績」は記載していない。

(2) 受注実績

　

事業の種類別セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自平成20年10月１日
　  至平成20年12月31日）

(百万円)

当第３四半期連結会計期間
（自平成21年10月１日
　  至平成21年12月31日）

(百万円)

設備工事業 31,488 22,113 (29.8%減）

電力工事 4,571 3,229 (29.4%減）

一般電気工事 20,625 12,280 (40.5%減）

情報通信工事 4,791 5,271 (10.0%増）

プラント・空調工事 1,499 1,332 (11.2%減）

その他事業 1,547 1,851 (19.7%増）

合計 33,035 23,965 (27.5%減）

(3) 売上実績

　

事業の種類別セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自平成20年10月１日
　  至平成20年12月31日）

(百万円)

当第３四半期連結会計期間
（自平成21年10月１日
　  至平成21年12月31日）

(百万円)

設備工事業 30,611 23,394 (23.6%減）

電力工事 5,305 3,767 (29.0%減）

一般電気工事 19,667 15,400 (21.7%減）

情報通信工事 3,888 3,246 (16.5%減）

プラント・空調工事 1,750 979 (44.0%減）

その他事業 1,547 1,851 (19.7%増）

合計 32,158 25,245 (21.5%減）

(4) 受注残高

　

事業の種類別セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自平成20年10月１日
　  至平成20年12月31日）

(百万円)

当第３四半期連結会計期間
（自平成21年10月１日
　  至平成21年12月31日）

(百万円)

設備工事業 76,017 54,409 (28.4%減）

電力工事 11,091 6,887 (37.9%減）

一般電気工事 55,250 38,611 (30.1%減）

情報通信工事 6,027 7,814 (29.6%増）

プラント・空調工事 3,646 1,096 (69.9%減）

その他事業 － －

合計 76,017 54,409 (28.4%減）
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。

受注工事高及び施工高の状況

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 工事種別
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高

当期施工高
(百万円)手持工事高

(百万円)

手持工事高
のうち
施工高
(％)

手持工事高
のうち
施工高
(百万円)

前第３四半期
累計期間

(自　平成20年
４月１日

至　平成20年
12月31日)

電力工事 6,026 15,92721,95310,88811,065 23 2,490 12,086

一般電気工事 36,90052,91889,81943,25346,565 13 6,082 44,648

情報通信工事 3,318 15,81419,13313,105 6,027 16 936 13,444

プラント・
空調工事

1,322 1,999 3,322 1,504 1,818 5 86 1,586

その他 ─ 238 238 238 ─ ─ ─ 238

計 47,56886,899134,46868,99065,477 15 9,596 72,004

当第３四半期
累計期間
(自　平成21年
     ４月１日
 至　平成21年
      12月31日)

電力工事 9,154 10,53519,69012,802 6,887 20 1,363 11,865

一般電気工事 39,26032,79372,05337,65034,402 9 3,054 36,652

情報通信工事 3,566 15,67819,24511,430 7,814 15 1,140 12,336

プラント・

空調工事
1,341 690 2,032 1,853 178 2 3 1,485

その他 ─ 233 233 233 ─ ─ ─ 233

計 53,32359,930113,25463,97149,283 11 5,562 62,573

前事業年度
(自　平成20年

４月１日
至　平成21年

３月31日)

電力工事 6,026 18,46424,49115,336 9,154 25 2,300 16,344

一般電気工事 36,90063,610100,51061,25039,260 10 4,052 60,615

情報通信工事 3,318 21,18224,50120,934 3,566 7 235 20,572

プラント・
空調工事

1,322 2,323 3,646 2,304 1,341 28 371 2,671

その他 ─ 318 318 318 ─ ― ─ 318

計 47,568105,900153,468100,14453,323 13 6,960100,523

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注工事高にその増

減額を含む。従って、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　次期繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。

３　当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。
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(2) 完成工事高

　

期別 工事種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期
会計期間

(自　平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

電力工事 2 5,304 5,307

一般電気工事 840 14,446 15,287

情報通信工事 74 3,711 3,785

プラント空調工事 ─ 460 460

その他 ─ 95 95

計 917 24,019 24,937

当第３四半期
会計期間

(自 平成21年10月１日
 至 平成21年12月31日)

電力工事 ─ 3,739 3,739

一般電気工事 97 13,654 13,751

情報通信工事 26 3,144 3,170

プラント空調工事 ─ 107 107

その他 ─ 88 88

計 124 20,733 20,857

(注)１ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。

　　　 　前第３四半期会計期間の請負金額５億円以上の主なもの

発注者 工事名称

㈱関電エネルギーソリューション シャープ新液晶工場第１工場受電電気設備工事（第１期）

滋賀県 平成17年度第５号警察本部庁舎新築電気設備工事

㈱ＴＲＩ九州 ＴＲＩ九州第１期電気設備工事

㈱大林組 川崎水江町物流倉庫新築工事

独立行政法人労働者健康福祉機構 和歌山労災病院本館電気設備電力工事

　

当第３四半期会計期間の請負金額２億円以上の主なもの

発注者 工事名称

㈱関電エネルギーソリューション シャープ新液晶工場第一工場受電電気設備工事（第２期）

戸田建設㈱ 戸塚ビル新築電気設備工事

西松建設㈱
ひぐらしの里北地区第１種市街地再開発事業施設建築物新築電

気設備工事 

㈱住友倉庫 東京住友ツインビルディング東館防災設備更新工事 

住友信託銀行㈱ 住友信託銀行千里ビル自動火災報知設備更新整備工事

　

　  ２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。
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(3) 手持工事高(平成21年12月31日現在)

　

工事種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

電力工事 20 6,867 6,887

一般電気工事 4,929 29,473 34,402

情報通信工事 294 7,519 7,814

プラント・空調工事 ― 178 178

計 5,244 44,038 49,283

　
(注) 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

発注者 工事名称 完成予定

㈱大林組
衆議院新議員会館整備等事業新議員会館電気設備工事　
南棟（第一期）

平成24年12月

西松建設㈱ ＪＵＫＩ新社屋計画新築電気設備工事 平成22年２月

鹿島建設㈱ 丸の内１－４計画　内装設備工事（Ｓ３工事） 平成24年１月

㈱竹中工務店 武田薬品工業㈱　藤沢新研究所電気設備工事 平成23年３月

大成建設㈱
東京国際空港（羽田）第２旅客ターミナルビル増築工事
Ⅱ電気設備工事

平成22年８月

　 (注)　「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約は行われていない。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の概況

当第３四半期連結会計期間における日本経済は、一部に景気回復の兆しが見られたものの、企業収益

は引続き低迷し、雇用情勢も悪化するなど厳しい状況で推移した。建設市場では、民間設備投資の抑制が

続き、公共投資も依然低水準で推移するなど、厳しい経営環境下にあった。

　このような状況のもと、当社グループは、建設需要の落ち込みによる受注および利益の減少への対応を

最優先課題として、企業体質の改善並びに経営基盤の強化に取り組んできた。

　当第３四半期連結会計期間の業績については、受注高は建設需要の減少と価格競争の更なる激化によ

り239億65百万円（前年同期比 27.5%減）と大幅に減少した。売上高については国内外とも大幅に減少

し252億45百万円（同21.5%減）となった。利益面では、売上高の大幅な減少により営業利益は９億22百

万円（同44.4%減）、経常利益は10億88百万円（同33.6％減）とそれぞれ減少した。四半期純利益につい

ては、５億30百万円（同30.4%減）となった。 

　事業の種類別セグメント毎では、設備工事業の受注高は221億13百万円（前年同期比29.8%減）、売上高

は233億94百万円（同23.6%減）、営業利益は８億22百万円（同48.4%減）となり、機器販売を中心とする

その他事業では、受注高及び売上高は18億51百万円（同19.7%増）、営業利益は99百万円（同49.6%増）

となった。 
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また、所在地別セグメント毎では、日本国内の売上高は239億59百万円（前年同期比14.1%減）、営業利

益は９億72百万円（同30.8%減）となり、タイ、インドネシアを中心とするアジア地域の売上高は12億86

百万円（同69.9%減）、営業損失は51百万円となった。

 

　(2)財政状態の分析

（資産の部）

当第３四半期連結会計期間末の資産の部は投資有価証券が増加したものの、受取手形・完成工事未収

入金等の減少に加え、未成工事支出金の減少により、前連結会計年度末に比べ109億24百万円減少し、716

億57百万円となった。

　

（負債の部）

当第３四半期連結会計期間末の負債の部は支払手形・工事未払金等、未払法人税等の減少により、前連

結会計年度末に比べ136億72百万円減少し、430億35百万円となった。

　

（純資産の部）

当第３四半期連結会計期間末の純資産の部は利益剰余金の増加に加え、その他有価証券評価差額金の

増加により、前連結会計年度末に比べ27億47百万円増加し、286億21百万円となった。

　

　(3)キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間においては、法人税等の支払があったものの、利益の計上に加え、売上債権

の回収並びに未成工事受入金の増加により、14億77百万円の収入（前第３四半期連結会計期間は９億27

百万円の支出）となった。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間においては、固定資産の取得があったものの、保険解約等により、48百万円

の収入（前第３四半期連結会計期間は10億16百万円の支出）となった。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間においては、主として中間配当の支払により、１億15百万円の支出（前第３

四半期連結会計期間は７億１百万円の支出）となった。

　

この結果、現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末の残高は、111億97百万円となり、前第３

四半期連結会計期間に比べ、13億36百万円の増加となった。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに発生した課題はない。

　

(4)研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は94百万円である。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　　　

　　　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 73,000,000

計 73,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,635,87935,635,879

東京証券取引所
第一部

大阪証券取引所
第一部

単元株式数　100株

計 35,635,87935,635,879― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

─ 35,635 ─ 6,440 ─ 6,038

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないため、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 39,800
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 35,519,400355,194 ―

単元未満株式 普通株式 76,679 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 35,635,879― ―

総株主の議決権 ― 355,194 ―

(注) １　単元未満株式には、当社所有の自己株式52株が含まれている。

２　上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれている。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれている。

　

　

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
住友電設株式会社

大阪市西区阿波座
２丁目１番４号

39,800 ― 39,800 0.11

計 ― 39,800 ― 39,800 0.11

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 525 518 489 516 527 506 489 480 486

最低(円) 450 463 472 440 482 452 430 419 440

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係

る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 11,197 11,698

受取手形・完成工事未収入金等 ※3
 29,023 37,296

未成工事支出金等 ※1
 5,188

※1
 6,994

その他 2,102 2,850

貸倒引当金 △63 △75

流動資産合計 47,449 58,765

固定資産

有形固定資産

土地 7,266 7,267

その他 11,798 11,886

減価償却累計額 △7,794 △7,757

その他（純額） 4,004 4,128

有形固定資産合計 11,271 11,396

無形固定資産

のれん 369 402

その他 969 1,172

無形固定資産合計 1,339 1,574

投資その他の資産

投資有価証券 7,591 6,302

その他 4,855 4,960

貸倒引当金 △848 △416

投資その他の資産合計 11,598 10,846

固定資産合計 24,208 23,817

資産合計 71,657 82,582

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※3
 21,528 32,457

短期借入金 6,215 6,642

未払法人税等 205 2,130

引当金 247 143

その他 7,924 8,437

流動負債合計 36,120 49,811

固定負債

長期借入金 3,036 3,544

退職給付引当金 3,086 2,848

役員退職慰労引当金 409 327

その他 382 176

固定負債合計 6,915 6,897

負債合計 43,035 56,708
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,440 6,440

資本剰余金 6,038 6,038

利益剰余金 13,899 12,138

自己株式 △17 △17

株主資本合計 26,360 24,599

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,550 667

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 △303 △357

評価・換算差額等合計 1,247 310

少数株主持分 1,013 963

純資産合計 28,621 25,873

負債純資産合計 71,657 82,582

EDINET提出書類

住友電設株式会社(E00114)

四半期報告書

14/32



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 92,138 81,381

売上原価 82,252 71,974

売上総利益 9,885 9,406

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 2,136 1,875

その他 3,505 3,543

販売費及び一般管理費合計 5,642 5,419

営業利益 4,242 3,987

営業外収益

受取利息 22 13

受取配当金 164 132

還付加算金 － 98

不動産賃貸料 85 81

その他 110 155

営業外収益合計 384 481

営業外費用

支払利息 240 132

その他 110 64

営業外費用合計 351 196

経常利益 4,275 4,272

特別損失

投資有価証券評価損 437 205

債務保証損失引当金繰入額 － 150

減損損失 114 －

固定資産廃棄損 34 －

固定資産売却損 17 －

特別損失合計 604 355

税金等調整前四半期純利益 3,670 3,917

法人税、住民税及び事業税 1,300 1,104

法人税等調整額 248 571

法人税等合計 1,548 1,676

少数株主利益 155 121

四半期純利益 1,966 2,119
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 32,158 25,245

売上原価 28,623 22,651

売上総利益 3,535 2,594

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 728 593

その他 1,146 1,078

販売費及び一般管理費合計 1,875 1,672

営業利益 1,659 922

営業外収益

受取利息 7 3

受取配当金 59 56

還付加算金 － 98

その他 2 58

営業外収益合計 70 217

営業外費用

支払利息 69 37

その他 21 13

営業外費用合計 90 51

経常利益 1,639 1,088

特別損失

投資有価証券評価損 89 205

減損損失 114 －

固定資産売却損 0 －

特別損失合計 204 205

税金等調整前四半期純利益 1,434 883

法人税、住民税及び事業税 500 101

法人税等調整額 138 248

法人税等合計 638 349

少数株主利益 34 3

四半期純利益 761 530
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,670 3,917

減価償却費 549 568

のれん償却額 25 30

固定資産売却損益（△は益） 17 －

固定資産廃棄損 34 －

投資有価証券評価損益（△は益） 437 205

減損損失 114 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △44 420

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15 △22

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － 130

退職給付引当金の増減額（△は減少） 286 237

受取利息及び受取配当金 △187 △146

支払利息 240 132

為替差損益（△は益） 62 △35

売上債権の増減額（△は増加） 11,974 8,314

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,541 1,807

仕入債務の増減額（△は減少） △8,309 △10,973

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,904 790

未払消費税等の増減額（△は減少） △267 △451

その他 △414 △775

小計 6,538 4,148

利息及び配当金の受取額 186 147

利息の支払額 △228 △128

法人税等の支払額 △1,092 △3,112

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,405 1,055

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,221 △235

有形固定資産の売却による収入 58 16

無形固定資産の取得による支出 △94 △29

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

投資有価証券の売却による収入 21 0

短期貸付金の増減額（△は増加） △1,000 －

その他 222 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,017 △245
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △266 △56

長期借入れによる収入 － 400

長期借入金の返済による支出 △2,354 △1,270

配当金の支払額 △391 △355

少数株主への配当金の支払額 △14 △82

その他 △18 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,045 △1,366

現金及び現金同等物に係る換算差額 △140 55

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 201 △500

現金及び現金同等物の期首残高 9,659 11,698

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,861 11,197
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　会計処理の原則及び手続の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工

期１年以上の工事については工事進行基準を、その他

の工事については工事完成基準を適用していたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成19年12月27日 企業会計基準第15号）及び「工事

契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成19年12月27日 企業会計基準適用指針第18

号）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半

期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半

期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用している。

　これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第３

四半期連結累計期間の売上高は3,851百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、そ

れぞれ256百万円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載している。

 

２　重要な引当金の計上基準

債務保証損失引当金

保証債務の履行による損失に備えるため、当該履行

により発生する可能性のある損失見込額を第２四半期

連結会計期間より計上している。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により、

当第３四半期連結累計期間の減価償却費として計上し

ている。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　該当事項なし。

　

【追加情報】

　　特記事項なし。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年3月31日)

※１　未成工事支出金等の内訳　

未成工事支出金 4,962百万円

商品及び製品 132百万円
　

原材料 90百万円

仕掛品 3百万円
　

　 　
  ２　保証債務

従業員及び連結子会社以外の会社の銀行借入金等に

ついて、債務保証（債務保証と実質的に同一であると

解釈されるものを含む）を行っている。

従業員住宅借入金 53百万円

御津風力発電（株） 18百万円

合計 71百万円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ　
　　いては、満期日に決済が行われたものとして処理し　
　　ている。
　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関
　　の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日
　　満期手形が、当第３四半期連結会計期間末残高から
　　除かれている。

　受取手形 229百万円

　支払手形 348百万円

※１　未成工事支出金等の内訳　

未成工事支出金 6,835百万円

商品 88百万円
　

製品 8百万円

原材料 53百万円
　

仕掛品 8百万円

  ２　保証債務

従業員及び連結子会社以外の会社の銀行借入金につ

いて、債務保証を行っている。

従業員住宅借入金 116百万円

アイピーピージャパン（株） 260百万円
　

合計 376百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結

会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動がある。

－

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成21年12月31日)

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結

会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動がある。

－

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 9,861百万円

現金及び現金同等物 9,861百万円

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 11,197百万円

現金及び現金同等物 11,197百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 35,635,879

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 40,268

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項なし。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 177 5 平成21年３月31日 平成21年６月25日

平成21年10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 177 5 平成21年９月30日 平成21年12月２日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項なし。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項なし。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
設備工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

30,611 1,547 32,158 ― 32,158

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2 213 216 △216 ―

計 30,614 1,761 32,375 △216 32,158

営業利益 1,592 66 1,659 － 1,659

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　 　(1) 事業区分の方法

　　　　　  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

　　 　(2) 各区分に属する主要な事業の内容

　　　　　  設備工事業：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業

　　　その他事業：空調機器・太陽光発電システム等の販売、機器製作・修理及び給湯器の製造　

　　　　　　　    販売等

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
設備工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

23,394 1,851 25,245 ― 25,245

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

15 146 162 △162 ―

計 23,410 1,998 25,408 △162 25,245

営業利益 822 99 922 ― 922

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　 　(1) 事業区分の方法

　　　　　  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

　　 　(2) 各区分に属する主要な事業の内容

　　　　　  設備工事業：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業

　　　その他事業：空調機器・太陽光発電システム等の販売、機器製作・修理及び給湯器の製造　

　　　　　　　　　販売等
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
設備工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

87,859 4,278 92,138 ― 92,138

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

14 688 703 △703 ―

計 87,874 4,967 92,841 △703 92,138

営業利益 4,129 112 4,242 ― 4,242

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　 　(1) 事業区分の方法

　　　　　  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

　　 　(2) 各区分に属する主要な事業の内容

　　　　　  設備工事業：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業

　　　その他事業：空調機器・太陽光発電システム等の販売、機器製作・修理及び給湯器の製造　

　　　　　　　　　販売等

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
設備工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

76,514 4,867 81,381 ― 81,381

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

24 533 557 △557 ―

計 76,539 5,400 81,939 △557 81,381

営業利益 3,835 150 3,986 0 3,987

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　 　(1) 事業区分の方法

　　　　　  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

　　 　(2) 各区分に属する主要な事業の内容

　　　　　  設備工事業：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業

　　　その他事業：空調機器・太陽光発電システム等の販売、機器製作・修理及び給湯器の製造　

　　　　　　　    販売等

　　 ２ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　１会計処理の原則及び手続の変更　完

成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「工事契約に関

する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用している。

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における設備工事業の売上高

が3,851百万円、営業利益が256百万円それぞれ増加している。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

27,888 4,270 32,158 ― 32,158

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

164 5 170 △170 ―

計 28,052 4,276 32,328 △170 32,158

営業利益 1,405 253 1,659 0 1,659

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

      ２　「アジア」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

23,959 1,286 25,245 ― 25,245

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

77 5 82 △82 ―

計 24,036 1,292 25,328 △82 25,245

営業利益又は営業損失(△) 972 △51 921 0 922

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

      ２　「アジア」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

78,116 14,022 92,138 ― 92,138

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

547 19 567 △567 ―

計 78,663 14,041 92,705 △567 92,138

営業利益 3,461 778 4,239 3 4,242

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

      ２　「アジア」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

73,818 7,563 81,381 ― 81,381

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

331 17 348 △348 ―

計 74,149 7,580 81,729 △348 81,381

営業利益 3,670 314 3,985 2 3,987

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

      ２　「アジア」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン

３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　１会計処理の原則及び手続の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「工事契約に関

する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用している。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における日本の売上高が3,851百

万円、営業利益が256百万円それぞれ増加している。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
アジア
その他地域

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,779

Ⅱ　連結売上高(百万円) 32,158

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

14.9

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　　　２　「アジアその他地域」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
アジア
その他地域

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,761

Ⅱ　連結売上高(百万円) 25,245

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.0

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　　　２　「アジアその他地域」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
アジア
その他地域

Ⅰ　海外売上高(百万円) 15,381

Ⅱ　連結売上高(百万円) 92,138

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

16.7

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　　　２　「アジアその他地域」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
アジア
その他地域

Ⅰ　海外売上高(百万円) 8,916

Ⅱ　連結売上高(百万円) 81,381

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.0

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　　　２　「アジアその他地域」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 775.60円
　

　 　

　 699.77円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 55.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 59.54円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 　 　２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,966 2,119

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,966 2,119

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,600 35,596

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 21.39円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 14.89円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 　 　２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 761 530

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 761 530

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,599 35,595

　

(重要な後発事象)

　該当事項なし。
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２ 【その他】

第85期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月29日開催

の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議し、配当を行っている。

(1)配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 177百万円

(2)１株当たりの金額　　　　 　　　　　　　　　　　　　 ５円

(3)支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成21年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

住友電設株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    尾    正    孝    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    辰    巳    幸    久    印

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友

電設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友電設株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月10日

住友電設株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    尾    正    孝    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    堀    孝    一    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    辰    巳    幸    久    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友

電設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友電設株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社及び連結子会社は、

第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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